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特許の引用論文数国内研究機関で阪大が最多
（2017年09月03日）

「ネイチャー」がＷＩＰＯ（世界知的所有権機関）などの情報をもと
に、平成２７年までの３６年間の特許への論文引用をまとめた

もので、８月に発表

最も論文が引用されたのは医薬品の研究を行っている米国のスクリプ

ス研究所で上位１０位のうち９位までがアメリカの大学や
研究機関。

国内では、大阪大学が３１位で最高順位となった他、理化学
研究所が３９位、京都大学が５３位、大阪大学では、１万４０００本余の
論文が約５９万回にわたって特許に引用



サイエンスリンケージと
知識の社会実装力の現状
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吉森保教授に大阪大学
栄誉教授の称号を付与

2017年7月11日



オートファジー関連論文の出版数の推移





　　出願先別出願国籍(地域)別の出願件数
(出願年(優先権主張年)：2008年～2012年)

日本 米国 欧州 中国 韓国 その他 総数

日本 25 61 11 1 2 5 105

米国 6 213 30 1 3 16 269

欧州 5 105 44 1 2 10 167

中国 2 59 15 43 2 11 132

韓国 1 33 8 0 22 2 66

国籍別合計 27 223 44 43 22 18 377

　(注)各出願人国籍別合計は、ファミリー単位で集計。

日本への出願

105件

米国への出願

269件

（特許庁調査より抜粋）



大阪大学医学部による
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（社会実装）への挑戦

地域との共創
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医療・健康分野における
社会実装(ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ)ギャップの顕在化

近年における目覚しい(生命)科学の発展と、

社会実装へのギャップが顕在化し拡大

医療分野(審査・規制・価格等)の特殊性から

生命(ﾗｲﾌ/ﾍﾙｽ)科学分野における先進的基礎研究

しかし、国民、社会の期待は増大

さらに、この
ｷﾞｬｯﾌﾟの幅、深さは

欧米より深刻
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ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰｼｯﾌﾟ、
ﾍﾞﾝﾁｬｰｼｽﾃﾑ、
ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

国（産・官・学、行政、政府）の
総力による社会実装力の拡充と、
ﾍﾞﾝﾁｬｰエコシステムの重要性

日本の状況に合わせた
ﾍﾞﾝﾁｬｰｴｺｼｽﾃﾑの重要性
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単一企業では限界⇓
企業間､大学等との
共創による、知識､
ﾘｿｰｽの集約と、ﾘｽｸ
の低減(共有)
『ｸﾛｽｲﾉﾍﾞｴｺｼｽﾃﾑ』



大阪大学医学系研究科・医学部附属病院
産学連携・クロスイノベーション・イニシアティブの設置

= Strategic Global Partnership & Cross-Innovation Initiative =

医学部附属病院
(臨床研究中核病院）

医学系研究科

未来医療開発部* 最先端医療

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
ｾﾝﾀｰ *
（CoMIT)

戦略支援室 *

ベ
ン
チ
ャ
ー
設
立
・

運
営
支
援
室*

健康・医療クロス
イノベーション会議の設置

（オープン（クロス）

イノベーション）

ベンチャー
出資

ハンズオン支援

○多様な企業・研究機関等との連携強化、事業化（ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）の加速
○医療・健康分野の知財戦略、ベンチャー設立と運営の支援
○科学的視点に立った政策の提言
〇行政との協働による社会的課題への挑戦

健康医療分野のイノベーション実現を目指す､組織横断型の産学連携の取り組み

企業

包括連携

大学、研究機関

行政、政府機関

第一号ファンド
約120億円

2015/8運用開始

イニシアティブの
中核的組織

M/H
知
財
戦
略
室*

企業

企業

企業

企業

企業

官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（200億円）
交付金 34億円
出資金 166億円

第一回 12月17日開催
（約50社・組織の参加）
第二回 4月12日開催
（約80社・250名の参加）
第三回 9月9日開催
（約90社・200名の参加）

先進企業と

包括連携を締結
協働して連携事業に取組

〇人材の交流・育成
〇共同研究講座等の設置
〇協働事業の企画・運営
〇事業化の支援・加速

*

企業

○産学の新たな連携、
(ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ)の深化

○国際的人材育成の加速

○臨床研究中核病院、
国家戦略特区の活用

○組織・分野を越えた
ｸﾛｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、
事業化の加速・推進

○持続可能なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
推進ｼｽﾃﾑの提案・構築

企業

（2015/12.1設立）

2015/8 2016/4

全社とNDAを結び､組織の枠を越えて連携

阪大ベンチャー
キャピタル（株）
（2014/12設立）

連携・協働

共
創

M/H Partnership Agreement

日本の状況に合わせた
ﾍﾞﾝﾁｬｰｴｺｼｽﾃﾑの重要性



包括連携協定／
戦略的パートナー企業(団体）一覧
H29.9現在21社(団体）未公表2含む









ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（社会実装）推進の仮設
一極集中の放置か？

戦略的社会実装環境の強化か？



〇企業・産業 ⇒ 合理化、効率化を求めて集約化
⇒ その結果地域から産業、雇用、人口、税収が移転

〇地域では ⇒ 人口減少、高齢化が加速するとともに財政が悪化、
コミュニティの活力が失われ、存続すら危惧

〇一方、社会変革に通じるユニークな発想・知識は
⇒ 多様な環境（生活、環境、産業、歴史、文化等）で育まれ
⇒ 多様な企業(産業)、社会との融合・共創によって、
社会実装（企業・産業の創造、社会変革・イノベーション）が実現

〇今の日本にとって真に必要なのは
一局集中による、企業・産業の集約化、合理化か？

社会変革・イノベーションにつながる多様な知の醸成と、
知と企業・産業、地域社会とのイノベーティブな共創か？
（ ⇐ 行政機能の地域的不均衡の是正も重要）


